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◇ 関東財務局は令和７年７月
28日、埼玉県、埼玉労働局、関
東経済産業局と、埼玉県内の中
小企業の課題解決に向けたシニ
ア人材活用に関する連携協定を
締結しました。

◇ 本協定は

「強い経済の構築に向けた
埼玉県戦略会議」

において議論されている人手
不足対策の取組の一環であり、
地域経済の発展に寄与すること
を目的としています。

埼玉県は、
埼玉県シニア人材バンク

を設置！！

専門分野において通算10年程度
の経験を有する等、スキル・ノウハ
ウを発揮して県内中小企業を支援
する50歳以上の人材と、県内中
小企業とのマッチングを図るプ
ラットフォーム

【主な連携項目】

① 社会で活躍し続ける意欲とスキル・ノウハウを持つシニア人材への支援
② シニア人材により経営課題の解決を図ろうとする県内中小企業への支援
③ シニア人材と県内中小企業とのマッチング

関東財務局は、㈱地域経済活性化支援機構のREVICareer（レビキャリ）を活用し、
埼玉県シニア人材バンクと相互にシニア人材に対し登録の働きかけを実施する等、連携・
協力して参ります。

➤NEXT
戦略会議について

同日



埼玉県 埼玉県経営者協会

関東経済産業局 埼玉経済同友会

埼玉労働局 埼玉中小企業家同友会

埼玉県商工会議所連合会 連合埼玉

埼玉県商工会連合会 埼玉大学

埼玉県中小企業団体中央会 埼玉県銀行協会

関東財務局

強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議

◇ 新型コロナと共存できる強い埼玉県経済を構築するため、令和２年５月に設置。（事務局：埼玉県）

◇ その後「ポストコロナ時代をオール埼玉で切り拓く戦略的取組」を社会実装していくことを目的に、産・官・学・

金・労の各団体がそれぞれの役割に応じて取組を実施。

◇ 令和4年9月に「価格転嫁の円滑化に関する協定」を締結。円滑な価格転嫁の実施に向け連携して環境整備。

◇ 令和６年度に「人手不足対策分科会」を設置し、同年９月には「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同

宣言」を実施。「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」の実施など、物流の円滑化に向けて取組を推進。

概要

構成団体

課題解決に
向けて議論

関東財務局は引き続き、戦略会議構成団体の皆様と連携し、地域課題の解決に取り組んで参ります。
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